
 

流山市循環型社会形成推進地域計画 
 

 

千葉県流山市 

 

平成１８年２月２２日 



 

１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

   市町村名 流山市 

   面  積 ３５．２８ｋ㎡ 

   人  口 １５２，４４９人（平成１７年４月１日現在) 

（２）計画期間 

   本計画は、平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間を計画期

間とする。 

   なお、目標達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

（３）基本的な方向 

本市は、千葉県北西部に位置し、東京都心から３０キロメートル圏内にある首都

近郊の住宅都市として発展している。平成１７年８月には、つくばエクスプレスが

開業し、更なる発展が見込まれているが、グリーンチェーン戦略、緑の基本計画の

策定など「都心から一番近い森の街」をキャッチフレーズとした自然と調和した街

づくりを進めている。 

廃棄物処理については、平成１７年３月に策定した一般廃棄物処理基本計画にお

いて、本市の目指す循環型社会を「ケロクルタウン
※

」と位置づけ、各施策の展開を

図っている。 

   ごみ処理は、平成１６年に稼動した流山市クリーンセンター（ごみ焼却施設、リ

サイクルプラザ）において適正な処理を進めている。 

一方、生活排水処理は、公共下水道の整備を中心に進めているが、同計画におい

て予測している平成３０年度の下水道普及率は８５．７パーセントに留まり、未整

備地域も多く残る。それらの地域から排出されるし尿及び浄化槽汚泥は、昭和５０

年に稼動したし尿処理施設において衛生的な処理に努めているが、同施設は稼動後

３０年以上を経過し、躯体の老朽化、クリーンセンターで焼却処理している汚泥の

含水率の高さなどが効率的な処理を妨げているなどの課題がある。 

このようなことから、し尿処理施設の更新が急務であり、その更新にあたっては、

本市の特徴である緑、すなわち優良な有機性廃棄物である剪定枝の処理と併せた有

機性廃棄物リサイクル推進施設として再整備し、再生利用品を地域に還元すること

でケロクルタウン（循環型社会）の実現を図る。 

   なお、同施設を整備する位置は、現有施設を稼動させながら整備するため、同施

設に隣接する休止ごみ焼却施設を撤去し、その跡地を含めた活用を図る。 

 

※流山市ごみ減量・資源化キャラクター「ケロクル」と街「タウン」を掛け合わせた流山市の目指す循環型社会を表す造語。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

   平成１６年度の一般廃棄物の排出・処理状況は図１のとおりである。 

集団回収を含めた総排出量は、５５，６０２トンであり、再生利用されている総

資源化量は１８，４９６トン、リサイクル率は３３．３パーセントである。 

   中間処理（焼却、破砕選別等）による減量化量は３５，９４４トンであり、集団

回収を除いた排出量の７割以上は減量化されている。 

   最終処分量は、１，１６２トンであり、集団回収を除く２．５パーセントが埋め

立て処分されている。 

   なお、中間処理のうち、焼却量は３７，４６２トンであり、熱回収量は１２，２

９９メガワットアワーで処理施設内に供給している。平成１８年度からは、隣接す

る余熱利用施設へ高温水を供給する予定である。 

 

 
集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量
2,921 t 6,176 t

6.3% 処理残さ量 13.4%
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図１ 一般廃棄物の処理フロー 

 

（２）生活排水処理の現状 

   平成１６年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は次のとおりであ

る。 

   生活排水処理対象人口は、全体で１５２，４４９人であり、水洗化人口は、１４

２，７１３人、水洗化人口は９３.６パーセントである。 

   し尿発生量は、４，１６２キロリットル、浄化槽汚泥発生量は１７，３３９キロ

リットルであり、処理・処分量は２１，５０１キロリットルである。 

   排出される汚泥は１，７２２トンであり、クリーンセンターで焼却処理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図表の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
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77,403人 (50.8%)

142,713人 (93.6%) 0人 (0.0%)

浄化槽汚泥発生量
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集落排水施設等

合併処理浄化槽等

処 理 人 口

未処理人口
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図２ 生活排水の処理状況フロー 

 

（３）一般廃棄物の処理の目標 

   本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指

し、表１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとす

る。 

   表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指      標 
現状（割合） 

平成16年度 

目標（割合） 

平成23年度 

事業系 総排出量 10,538トン 14,476トン(37.4%)

  １事業所あたりの排出量 2.55トン/事業所 2.41トン/事業所(-5.5%)

家庭系 総排出量 35,665トン 41,652トン(16.8%)

  １人あたりの排出量 234㎏/人 222㎏/人(-5.3%)

排 出 量 

合計 事業系家庭系排出量合計 46,202トン 56,128トン(21.5%)

直接資源化量 2,921トン(6.3%) 3,050トン(5.4%)
再生利用量 

総資源化量 18,496トン(40.0%) 22,162トン(39.5%)

熱 回 収 量 熱回収量（年間の発電電力量） 12,299MWh 14,642MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 35,944トン(77.8%) 43,249トン(77.1%)

最終処分量 埋立最終処分量 1,162トン(2.5%) 804トン(1.4%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※１ 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 
※２ (１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量）}／(事業所数) 
※３ (１人当たりの排出量)＝{(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量）｝／(人口) 
《指標の定義》 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 
再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 
熱回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕 
減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 
最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 
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集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量
3,050 t 9,025 t

5.4% 処理残さ量 16.1%
9,830 t

排   出   量 計画処理量 中間処理量 17.5% 処理後最終処分量

56,128 t 53,078 t 804 t
100% 94.6% 減量化量 1.4%

43,249 t
自家処理量 直接最終処分量 77.1% 最終処分量

0 t 804 t
0.0% 1.4%

0 t

10,087 t 22,162 t

56,128 t

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 
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図４ 施策実施前後における排出量の比較 

 

（４）生活排水処理の目標 

   生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、公共下水道の整備を進め

ていく。それ以外の区域については、合併処理浄化槽の設置を促進する。 

   表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 平成 16 年度実績 平成 23 年度目標 

公共下水道人口 77,403 人（50.8%） 130,400 人（69.4%）

農業集落排水施設等 － － 

合併処理浄化槽等 65,310 人（42.8%） 48,038 人（25.6%）

未処理人口 9,736 人（ 6.4%） 9,562 人（ 5.1%）

処
理
形
態
別
人
口 

合   計 152,449 人（ 100%） 188,000 人（ 100%）

汲み取りし尿量 4,162 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 3,347 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

浄化槽汚泥量 17,339 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 13,848 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

し
尿
・
汚

泥
の
量 

合   計 21,501 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 17,195 ｷﾛﾘｯﾄﾙ
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130,400人 (69.4%)

178,438人 (94.9%) 0人 (0.0%)

浄化槽汚泥発生量

188,000人 (100%) 48,038人 (25.6%) 13,848 kl/年

3,937人 (2.1%)

9,562人 (5.1%)

し尿発生量

5,625人 (3.0%) 3,347 kl/年

総　　人　　口 合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口

公共下水道

処 理 人 口 集落排水施設等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 
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図６ 生活排水処理形態別人口の予測 

 

３ 施策の内容 

（１）発生抑制、再利用の推進 

ア 家庭ごみの有料化 

    家庭ごみは、粗大ごみ及び施設への直接搬入ごみについては均一制、重量制に

より課金している。その他の家庭ごみは無料であるが、国の基本方針に従い、排

出抑制、費用負担の公平性確保のため、有料化へ向けた検討を行う。平成１８年

度から、流山市廃棄物対策審議会への諮問、市民懇談会の開催、方法・手法の検

討などを経て、平成２１年度の実施を目指す。 

イ リサイクルプラザ・プラザ館 

    クリーンセンター内に設置している啓発施設を本市が目指すケロクルタウンの

中核施設として位置づけ、市民の意識高揚を図る各種講座等を実施する。 

（ア）施設見学 

     ごみピットや分別ラインなどの廃棄物処理を見せることにより、分別やごみ
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減量の重要さについて学ぶ。 

  （イ）講座・教室 

     廃油から石けんつくり、牛乳パックの紙すき、布のリサイクルなどリサイク

ルの実習教室、外部の講師を招いた講座などを行う。 

     また、環境週間や３Ｒ月間には、ケロクルまつりとして大規模なリサイクル

フェアを実施する。 

  （ウ）再生品の販売 

粗大ごみとして出された家具と自転車の中から、修理可能なものを再生し、

市民に安価で提供する。 

（エ）情報コーナー 

     ごみ問題について学習できるように、それらに関する書籍やパンフレット、

ビデオなどの設置、ホームページを活用した情報の発信を行う。 

ウ ケロクルミーティング（ごみ出前講座） 

    職員が地域や事業所に出向き、意見交換形式で地域や職場のごみ問題について

一緒に考える。 

エ 生ごみの資源化 

（ア）家庭用生ごみ処理機器購入補助 

     生ごみ処理器を購入する市民に対し、その購入経費の一部を補助する。 

（イ）大型生ごみ処理機の設置 

     市内の小中学校に大型の生ごみ処理機を設置し、学校給食の資源化を図る。

現在、市内の小学校２校に設置しているが、順次拡大する。 

     また、これらの生成物をイベント等で市民に配布する。 

オ マイバッグの普及促進 

    商工会や大型小売店と連携し、マイバッグ運動を展開し、レジ袋の削減、ごみ

の減量に努める。 

カ 集団回収 

地域の集団回収を促進させるため、リサイクル団体及び再生資源回収業者に対

し支援を行っている。 

キ 環境学習 

    市教育委員会と連携し、若年層における環境教育の充実を図る。 

（ア）施設見学 

     市内の全小学４年生によるクリーンセンター施設見学会を実施する。 

（イ）ごみ減量促進ポスターコンクール 

     ごみ減量の啓発ポスターを募集し、最終優秀作品を印刷し、啓発ポスターと

して市内各所に掲示する。 

（ウ）講座・教室 

夏休みや冬休みを中心に、小中学生を対象とした講座や教室を行う。 

ク 事業系ごみ対策 

    つくばエクスプレスの沿線整備に伴う多くの事業所の進出により、事業系ごみ

の増加が見込まれるが、次のような施策を実施することにより、事業系ごみの抑
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制を図る。 

（ア）事業系一般廃棄物減量計画書 

     多量排出事業者に対し、事業系一般廃棄物減量計画書の提出を義務付けてい

る。 

（イ）リサイクル協力店 

     ごみの減量に積極的に取り組んでいる小売店をリサイクル協力店として認定

しているが、対象を一般の事業所へも広げ、優良な事業所を積極的に認定する。 

（ウ）廃棄物担当者の設置 

     事業所における廃棄物担当者の設置を促し、それらの者を対象とした講習会

を実施する。 

（エ）立ち入り調査 

     定期的に立ち入り調査を行い、適正処理を促す。 

ケ 生活排水対策 

    家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発施策を実施する。 

（ア）ＰＲ・宣伝等広報活動の充実 

（イ）行事イベントの開催 

（ウ）環境教育の充実 

（２）処理体制 

ア 家庭ごみの処理体制の現状と今後 

  分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

  本市においては、最終処分を区域外へ委託処分しているため、最終処分量の削

減を図るべく、各種資源化に取り組んでいる。 

表３ 家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

 

 
燃やすごみ

 

 プラスチック類

 燃やさないごみ

 

 

 
資源ごみ

 

 
有害・危険ごみ

 

分別区分
処理
方法 処理施設等

処理実績
（トン）

一次処理 二次処理

燃やすごみ
焼却
熱回収

発電
流山市ク
リーンセン
ター

(焼却灰)
エコセメント
(炉下残渣)
最終処分委託

39,730 燃やすごみ

剪定枝 破砕
流山市汚泥
再生処理セ
ンター

助燃材
肥料化
チップ化

531 剪定枝

選別・資源
化

リサイクル館で選別後、プラスチック容
器包装→委託　残渣→ごみ焼却施設

3,824 プラスチック類
選別・資源

化
4,832 プラスチック類

破砕・選別
リサイクル館で破砕選別後、資源→売却
残渣→ごみ焼却施設

2,538 燃やさないごみ 破砕・選別 3,969 燃やさないごみ

ペットボトル 資源化 リサイクル館で選別後、容リ協会委託 444 ペットボトル 資源化 売却 500 ペットボトル

資源化 缶類→売却 缶類 売却 缶類

資源化 びん類→容リ協会へ委託 ビン類 容リ協会 ビン類

資源化 紙布類→売却 紙布類 売却 紙布類

資源化 委託処分 有害・危険ごみ 委託処理 （売却） 有害・危険ごみ

粗大ごみ 破砕・選別
リサイクル館で破砕・選別後、残渣→ご
み焼却施設へ

1,608 粗大ごみ 破砕・選別
破砕（委
託）

2,360 粗大ごみ

3,845

処理方法

焼却
（熱回収)

ごみ焼却施設 33,944

分 別 区 分
処理実績
（トン）

分 別 区 分
処理施設等

流山市ク
リーンセン
ター

資源化

資源化

4,207

今　　　　後　（平成２３年度）現状　（平成１６年度）
流山市

※分別区分の詳細は別紙参照。 

 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と区分 

  分別区分については表４のとおりである。なお処理については家庭ごみに準じ
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て実施している。 

表４ 事業系ごみの分別区分 

分別区分 搬入基準 搬入制限

燃やすごみ

１辺が５０センチ未満
太さ１０センチ以下
厨芥類、木の枝・草・葉、資源にならない紙・
布類、木製品など

１事業所あた
り１日に2,000
キロまで

粗大ごみ(可燃性)
燃やすごみのうち次のもの
１辺が５０センチ以上で長さが２メートル以下
太さ１０センチ以下

１事業所あた
り１日に200キ
ロまで

燃やさないごみ

１辺が１メートル未満の金属類、陶磁器類、
ゴム類、プラスチック類などで小規模な商
店・事務所等から排出される少量のものな
ど

１事業所あた
り１週間に100
キロまで

粗大ごみ(不燃性）
燃やさないごみのうち次のもの
１辺が１メートル以上で長さ２メートル以下

１事業所あた
り１日に200キ
ロまで

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

  現状は産業廃棄物の処理は行っていない。今後とも行う予定はない。 

エ 生活排水処理の現状と今後 

  公共下水道事業認可計画区域においては、公共下水道の面的な整備とともに、

未接続世帯に対す指導、啓発を推進していく。 

  し尿及び浄化槽汚泥についは、今後整備する流山市汚泥再生処理センターにお

いて、助燃材化及び堆肥化を行い、再生利用に努める。 

オ 今後の処理体制の要点 

    流山市汚泥再生処理センターの整備により、し尿及び浄化槽汚泥、併せて剪定

枝を処理することにより、助燃材化及び堆肥化、チップ化を行い、有機性廃棄物

の再生利用を図るとともに、焼却量の削減を図る。 

（３）処理施設の整備 

  ア 上記（２）の統一化後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表５のとお

り必要な施設整備を行う。 

      表５ 整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間

１ 
有機性廃棄物 

リサイクル推進施設 

流山市汚泥再生処理センター

整備事業 
約56kl/日

流山市こうのす台 

1594番地22号（市有地） 
H18～H21

  

 

 

    （整備理由） 

  事業番号１ し尿処理施設の老朽化、汚泥及び剪定枝の再生利用促進 

イ 合併処理浄化槽の整備 

    合併処理浄化槽の整備については表６のとおり行う。 

表６ 合併処理浄化槽への移行計画 

事業 
直近の整備済基数（基）

（平成16年度） 
整備計画基数（基） 整備計画人口（人） 事業期間 

浄化槽設置整備事業 49基 311基 1,644人 H17～H22 

 

 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

   （３）の整備に先立ち、表７のとおり計画支援事業を行う。 

 ８



 

表７ 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間

施設整備基本計画作成 

生活環境影響調査 

見積徴収・比較検討 

工事発注仕様書作成 

施設整備計画策定業務委託 

交付金申請書作成 

H18 

環境測定（基礎調査） 

見積徴収・比較検討 

工事発注仕様書作成 

解体工事費算出 

財産処分申請 

31 

焼却炉解体・撤去計画策定業務

土壌調査地下水調査 

H18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）その他の施策 

   循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

  ア 再生利用品の需要拡大事業 

    流山市汚泥再生処理センターにおいて製造される、チップ及び肥料については、

市内の都市公園・緑地（２６８箇所７９２，３５９㎡（平成１６年度））で消費し、

残りは市民農園（５４４区画１２，０２０㎡（平成１６年度））、家庭菜園等市民

への販売を進める。製造量については、需要を見込み、助燃材化とのバランスで

調整を図る。 

イ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

    災害廃棄物処理計画を早期に策定し、災害時に発生する廃棄物の広域的処理体

制の確保を図るため、市内及び周辺自治体との連携体制を構築する。 

  （ア）他市町等との応援要請として、次のような協定を締結している。 

    ａ 災害時における東葛飾地域市町間の相互応援に関する協定 

    ｂ 災害時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基本協定 

    ｃ 災害時等における廃棄物処理施設に係る援助細目協定 

    ｄ 災害時の応援に関する協定書（相馬市） 

    ｅ 流山市と北上市の災害時相互応援に関する協定書 

    ｆ 災害時の応援に関する協定書（信濃町） 

    ｇ 災害時の応援に関する協定書（能登町） 

    ｈ 一般廃棄物処理に係る東葛飾地域相互支援実施協定 

    ｉ 災害時における業務協定書（流山環境保全協同組合） 

  （イ）その他  

災害時の一次集積場の確保としては、旧焼却施設の跡地を利用できるよう検

討中である。また、最終処分場の確保については、現在依頼している福島県小

野町の他に、姉妹都市（福島県相馬市・長野県信濃町）や友好都市（岩手県北

上市、石川県能登町）に応援依頼の検討を進めている。 

  ウ 不法投棄防止に関する事項 

不法投棄を防止するため、市の全職員を不法投棄監視員、自治会等には環境美

 ９



 

 １０

化推進員や廃棄物減量等推進員を任命し、警告看板の設置、不法投棄の監視や連

絡通報などの連携体制を強化している。さらに業者委託により年間２４０日のパ

トロールと撤去回収（平成１６年度９２．８３トン）を併せて行っている。 

また、平成１４年には流山市ポイ捨て防止条例を制定し、駅周辺を重点区域に

指定し、ポイ捨ての防止に取り組んでいる。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

   本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、千葉県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直

しを行う。 

（２）事業評価及び計画の見直し 

   計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速

やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

   また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるも

のとする。 

   なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じ計画を見直す

ものとする。 


